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1．はじめに

中央防災会議が令和元年（2019 年）5 月に定めた「南

海トラフ地震防災対策推進基本計画」に基づき、気象

庁では「南海トラフ地震臨時情報」（以下、「臨時情報」

という）と「南海トラフ地震関連解説情報」を発表す

ることとなった。このうち、臨時情報の発表を検討す

る「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」が開

催される条件として、南海トラフ沿いにおける M 6.8
以上の地震発生の他に、通常とは異なるスロースリッ

プ（SSE）が発生している可能性がある場合などがあ

る（気象庁 2020）。通常とは異なる SSE が発生してい

ることを判断するためには、通常時の SSE を客観的に

把握しておくことや、新たな SSE を即時に検出するこ

とが必要となる。

Kobayashi（2017）は GNSS 日座標値（日値）を用い

て、南海トラフ沿いの長期的 SSE をランプ関数との相

関値により客観的に検出する手法を開発し、それまで

試行錯誤的に検出していた SSE 現象を一定条件で検出

することに成功した。しかし、臨時情報の発表に結び

付く SSE には継続時間に関する条件はなく、より継続

時間が短い短期的 SSE に相当する現象も含まれている。

短期的 SSE については、主にボアホール型のひずみ計

や傾斜計などで検出されていた（Obara et al. 2004; 小林・

他 2006）が、データ処理を工夫することで GNSS でも

GNSS による長期的スロースリップ客観検出手法の応用
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Abstract

Long-term and short-term slow slip events (SSEs) have occurred repeatedly in the Nankai Trough subduction 
zone, Japan. The SSEs may incrementally stress the adjacent parts of the locked megathrust zone. When SSEs occur, it 
is important to determine whether they are similar to previous repeated events, in order to judge whether the probability 
of occurrence of a large Nankai Trough earthquake is relatively high. In this study, we objectively detected short-term 
SSEs in the Nankai Trough subduction zone by correlating the GNSS daily and 6-hour coordinates with a ramp function 
with a one-week slope, excluding common noise and long-term trends. The spatiotemporal distribution of short-term 
SSEs detected was in good agreement with the occurrence of deep low-frequency earthquakes. In addition, assuming 
slip on a rectangular fault on a plate boundary, we estimated the moment magnitude of long-term SSEs from displace-
ment data for two years and obtained results that were close to those of previous studies.
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規模によっては検出できることが示された（Nishimura 
et al. 2013）。同じ現象を複数の観測項目で監視すること 
で観測結果の信頼度は向上すること、ひずみ計の観

測点は GNSS と比較して数が少なく観測点分布が一

様ではないことから、ひずみ計や傾斜計に加えて、

GNSS による検出も併用することが重要である。また、

Kobayashi（2017）による手法は長期的 SSE に伴う変位

の確からしさを示すもので、SSE の規模を推定するも

のではない。長期的 SSE および短期的 SSE について、

GNSS データを用いて即時的に位置や規模を推定する

ことを目標に、ここでは以下の手法を開発・検証した。

2 章では、Kobayashi（2017）の手法を応用し、注目

する現象の継続時間を短くすることにより、GNSS 日

値による短期的 SSE の客観的な検出を試みる。また、

東海地域のみより時間発展の短い現象の検出のために、

GNSS の 6 時間座標値（6 時間値）が 3 時間ごとに求め

られている（小林 2007）。3 章では、この GNSS6 時間

値を用いた場合の短期的 SSE の検出について検討する。

4 章では、客観検出手法を応用した長期的 SSE の規模

推定について試みる。

2． GNSS 日値による短期的スロースリップの 
客観検出

まずは Nishimura et al.（2013）でも扱われた GNSS
日値を用いた短期的 SSE の検出を行う。GNSS 日値は

国土地理院 GEONET の最終解（F3）（中川・他 2009）
を用いた。用いたデータの期間は 1996 年 3 月から

2016 年 12 月である。観測点のアンテナ交換などに伴

う人為的要因によるオフセット（岩下・他 2009）は、

国土地理院 Web ページで公開されている。GNSS 日値

による南海トラフ沿いの長期的 SSE 客観検出のための

Kobayashi（2017）の手法を簡単にまとめると以下のよ

うになる。この手法から主に SSE の継続時間の違いに

伴う変更や長期的 SSE によるトレンドの除去を行った。

（1） 観測点の成分ごとに直線トレンド、人為的オフセッ

ト、地震時オフセット、年周・半年周成分を除去

する。

（2） 中国地方の観測点について日々の座標変化量の中

央値を求め、全観測点から差し引くことで、広範

囲に現れる共通ノイズ成分を除去する。

（3） 観測点ごとの変位からフィリピン海プレートの沈

み込み方向 N55°W（Miyazaki and Heki 2001）と逆

方向に投影した成分を求める。

（4） フィリピン海プレートの等深線 25 km に沿った一

定間隔の地表の計算地点を中心とする矩形範囲内

の観測点について、（3）で求めた変位成分を平均す

る。

（5） 主な地震の余効変動を対数関数で近似して除去す

る。

（6） 上記の処理をした平均変位時系列と 1 年間の傾斜

期間を持つランプ関数との相関係数を求める。ま

た、傾斜期間前後各 1 年間の平均変位の差である

2 年間変化量を求める。

（7） 相関係数が 0.6 以上かつ変化量が 2 mm 以上のとき

長期的 SSE 検出とみなす。

ここでは、短期的 SSE の発生場所に合わせて、上記

の手法で処理（4）の計算地点はフィリピン海プレートの

等深線 30 km に沿うよう設定した。また、現象の継続

期間が異なることを考慮し、処理（6）においてランプ関

数の傾斜期間を短期的 SSE の代表的な継続期間である

7 日間に変更した。ただし、その場合、長期的 SSE に

伴う数か月から数年のトレンド変化が、その期間中の

相関係数に影響を与えてしまう（Kobayashi（2017）の

Fig. 5 参照）ため、長期的なトレンド変化をあらかじめ

除去しておく必要がある。このため、処理（1）と（2）の 
間に、観測点の成分ごとに一定期間（前 365 日および

前 90 日について試した）の座標の中央値を差し引く処

理を追加した。評価する時点を中心に前後一定期間の

中央値を差し引いた方が長期的 SSE によるトレンド変

化の影響をより軽減できるだろうが、日々の監視に用

いることを考慮して前の期間のデータのみを用いた。

この処理に伴い処理（5）の余効変動除去は省略した。ま

た、処理（4）において矩形範囲内の観測点の変位平均値

の他に、外れ値に強く矩形範囲内の上位の値を抽出で

きる第 3 四分位数（上から 1/4 の値）も求めた。パラ 
メータとして前 365 日または前 90 日、平均値または第

3 四分位数があり、4 通りの組み合わせができる。

深部低周波地震の活発化と短期的 SSE には関係があ

ることが指摘されている（Obara et al. 2004）。東海地方

など南海トラフ沿いのひずみ計で検出された変化（気

象庁地震予知情報課 2008; 板場・他 2013 など）も深部

低周波地震を伴っている（Fig. 1）。このため、深部低

周波地震の活動時に検出され、それ以外の時期にはな

るべく検出されないよう試行錯誤の結果、処理（7）の検

出基準は 7 日間のランプ関数との相関 0.6 以上、14 日

間の変化量 1 mm 以上とした。

本手法で先ほどの 4 通りのパラメータの組み合わせ

についてそれらの検出結果を比較したところ、活発な

深部低周波地震に対応する変化は共通して検出したが、

小規模な活動に対してはパラメータの組み合わせごと

に検出結果が異なる（Fig. 1）。これは、小規模な短期

的 SSE に伴う地表変化は相対的に小さくノイズレベル

ぎりぎりで、GNSS のデータ処理手法のわずかな違い

により検出されたりされなかったりするためと考えら

れる。より多くのパラメータの組み合わせで共通して

検出されたイベントは SSE の可能性が相対的に高く、

一つのパラメータの組み合わせでのみ検出されたイベ

ントは可能性が低いだろう。また、検出されたほとん

どが相関値 0.6～0.8 であるため、相関値の違いによる

確からしさの情報も少ない。このため、4 通りのパラ 
メータの組み合わせによる検出を行い、それらの検出

結果の重ね合わせにより短期的 SSE 検出の確からしさ

の情報を含む時空間分布図（Fig. 2）を作成した。

例として示した 2004～2005 年 2 年間の結果（Fig. 2）
を見ると本手法で検出された高相関の時期、つまり短

期的 SSE の可能性の高い時期は深部低周波地震の活発

な時期と一致していることが多く、深部低周波地震の
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発生していない時期にはあまり検出されていない。こ

のことは、パラメータ調整の結果、本手法により短期

的 SSE の時空間分布がある程度うまく把握できている

ことを示している。

Nishimura et al.（2013）により検出された短期的 SSE
の時期と、本手法で検出された高相関の時期とを、深

部低周波地震が南海トラフ沿いで比較的多く検測され

るようになった時期と、2011 年東北地震の影響を考慮

して 2002～2010 年まで比較した（Appendix Table S1）。
本手法の検出結果は、Fig. 2 に示したように時空間の一

つの位置に 4 つのパラメータの組み合わせによる検出

数（0 ～ 4）が入るが、時空間的に連続する検出を一つ

のイベントとして認識したい。このため、検出数 1 以

上について、時空間的にその位置を取り囲む位置に検

出数がある場合は同じイベントとする処理を繰り返し、

最終的に各イベントについて検出数の合計を求めた。

イベントの日付と経度は最大の相関を持つ位置とした。

調査期間中の Nishimura et al.（2013）によるイベント数

116 に近いイベント数になるように、本手法では検出数

の合計が 5 以上について扱った（イベント数は 113）。
Nishimura et al.（2013）と本手法とで共通して検出され

たイベントは 56 例（深部低周波地震が 5 個以上）と 6
例（同 4 個以下）、Nishimura et al.（2013）のみ検出（深

部低周波地震が 5 個以上）は 31 例（うち、本手法の検

出数の合計が 1 ～ 4 は 13 例）、本手法のみ検出（深部

低周波地震が 5 個以上）は 21 例あった。同じ GNSS デー

タを解析し、両手法で共通して検出されたイベントは

半分程度あるが、それぞれ単独の検出結果も少なから

ず存在する。これは、短期的 SSE に伴う信号の大きさ

がノイズレベルに近いため、3 章でも他の事例につい

て示すが、わずかな閾値の違いなどが検出結果に影響

してくるためと考えられる。

東海地域のひずみ計により検出された短期的 SSE の

発生時期（気象庁地震予知情報課 2008）に、GNSS を

Fig. 1	 Spatiotemporal distribution of detected short-term slow slip events under four parameter combinations along the Nankai Trough in 
2013.

	   The location map shows our 60 calculation points at ~30 km depth on the Nankai Trough subduction interface. Colored regions 
indicate correlation coefficients greater than 0.6 and 14-day displacements greater than 1 mm under four parameter combinations 
(during the last 90 or 365 days, average or third quartile). Small blue crosses are the epicenters of deep low-frequency earthquakes. 
Gray stars represent short-term SSEs detected by strainmeters in the Tokai region operated by the Earthquake Prediction Information 
Division, JMA (2008). Gray diamonds indicate short-term SSEs detected by strainmeters and reported by Itaba et al. (2013, 2014a, 
2014b).
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用いた本手法では検出されていない事例が多く見られ

る（Fig. 2）。これは短期的 SSE による地殻変動に関し

ては、ひずみ計の方が GNSS より感度が高いこと（Obara 
2010）を反映している。そこで、GNSS を用いた本手

法により、どの程度の規模の短期的 SSE について検出

が可能かを確認した。1999～2016 年にひずみ計により

検出された東海地域の短期的 SSE について、ひずみ計

の解析から推定された SSE の規模（手法は中村・竹中

（2004）による）と本手法による検出の有無との関係を

Fig. 3 に示す。短期的 SSE の期間およびその前後 5 日

以内に本手法で検出された場合にその SSE に対応付け

た。本手法により検出された短期的 SSE の規模は、短

期的 SSE が連続しているために対応付けられた一つを

除き M5.3 以上で、ひずみ計により検出された最小規模

より 0.2 程度大きい。ただし、本手法により規模 M5.3
以上のイベントがすべて検出されているわけではない。

また、4 通りのパラメータの組み合わせのうち条件を

満たした数（図上の数字）とイベントの規模との間に

明瞭な関係は見られない。これは GNSS に含まれる短

期的 SSE の変位がノイズレベルに近く、気象や電離層

などの条件により変位が検出できない場合もあるため

と考えられる。

Fig. 2	 Spatiotemporal distribution of short-term 
SSEs in the Nankai Trough subduction zone, 
2004−2005.

	   Colored rectangular fields represent SSEs 
and the number of detection criteria that were 
met under the four parameter combinations 
for each calculation point shown in the loca-
tion map. Green diamonds indicate short-term 
SSEs reported by Nishimura et al. (2013) using 
GNSS data. Small blue crosses are the epicen-
ters of deep low-frequency earthquakes. Gray 
stars represent short-term SSEs detected by 
strainmeters in the Tokai region operated by the 
Earthquake Prediction Information Division, 
JMA (2008).

Fig. 3	 Magnitude of short-term SSEs in the Tokai region de-
tected by strainmeters.

	   The short-term SSE catalog (1999−2016) is based on 
information from the Earthquake Prediction Information 
Division, JMA (2008). Open circles denote events that 
were not detected in this study. Numerals indicate the 
date and magnitude of events detected in this study; 
their values represent the number of detection criteria 
that were met under the four parameter combinations.
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3． GNSS6 時間値による東海地域の短期的スロー

スリップの客観検出

前章で述べたように、短期的 SSE の客観的な検出

に、GNSS 日値が活用できると考えられる。しかし、

「南海トラフ地震臨時情報」に結び付く「通常とは異な

る SSE」には様々な時間発展を持つ現象が考えられる。

GNSS 日値のデータは 1 日 1 個であり、解が得られる

のは最終解（F3）で 1 週間分まとめて 1 週間ごと、速

報解（R3）で 2 日後となる（中川・他 2009）。このた

め、より時間発展の短い現象の検出のために、東海地

域のみ GNSS の 6 時間座標値（Q3）が 3 時間ごとに国

土地理院から気象庁に送られている（小林 2007）。こ

の GNSS6 時間値についても、前節のような短期的 SSE
客観検出手法を適用できれば、早期の現象把握が期待

できる。そのため、本手法について GNSS 日値と 6 時

間値とではどの程度の検出能力の違いがあるのかを確

認しておく必要がある。確認に用いた 6 時間値のデー

タ期間は 2015 年 12 月 30 日から 2017 年 12 月 5 日の 2
年弱である。

2017 年 11 月 15 日から 12 月 5 日にかけて、奈良県

から愛知・長野県境付近にかけて深部低周波地震とひ

ずみ変化が観測された（気象庁 2018）。これに伴い、

GNSS 日値による短期的 SSE 客観検出手法でも高相関

が見られた（Fig. 4a）。
Fig. 5にランプ関数との相関を取る直前の計算地点 51 

（愛知県中部）における、日値および 6 時間値、6 時間

値の過去 24 時間中央値の（領域内平均値の）時系列を

示す。11 月 25 日での 7 日間の傾斜を持つランプ関数と

の相関値は、日値（R3 解）が 0.74、6 時間値が 0.44、6
時間値の過去 24 時間中央値が 0.72 であった。6 時間値

はばらつきが大きいためか相関値が低いが、過去 24 時

間中央値の変化は日値と似ており、相関値も日値と同

程度であった。過去 24 時間中央値は、数時間で進行す

Fig. 4	 Spatiotemporal distribution of detected short-term SSEs in the Nankai Trough subduction zone in 2017.
	   (a) Daily coordinate data (R3). (b) Median of 6-hour coordinate data from the previous 24 hours (Q3). Light-blue, light-green, 

orange, and red colors represent the numbers of detection criteria that were met under the four parameter combinations for the calcu-
lation points shown in the location map. Gray stars represent short-term SSEs detected by strainmeters in the Tokai region (Earthquake 
Prediction Information Division, JMA, 2008). In (b) there are no data from west of 136.5°E (shaded area).
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るような急激な変化があった場合には元の 6 時間値よ

り変化を検出しにくいが、外れ値の影響を受けにくい。

短期的 SSE と同程度の時間変化の現象の場合は、日値

は速報解 R3 でも解析に 2 日要するため、日値より 6 時

間値による監視の方がより早く現象を検出できる可能

性がある。

日値、および 6 時間値の過去 24 時間中央値を用い

た短期的スロースリップ客観検出結果を Fig. 4 に示す。

ランプ関数との相関係数と 14 日間の変化量について

は、日値同様に深部低周波地震の活動時に検出され、

それ以外の時期はなるべく検出されないよう試行錯誤

し、相関係数 0.55 以上、変化量 0.5 mm 以上の場合に

検出基準を満たしたとした。ひずみ計で短期的 SSE に

よる変化が検出されている 2017 年 11 月末から 12 月に

かけての短期的 SSE（図中 B）については、4 つのパ

ラメータの組み合わせいずれも検出基準を満たした時

空間分布（図中赤色）が志摩半島から愛知県への移動

も含め日値と同程度となっている。一方、2017 年 3 月

下旬（図中 A）については日値より 6 時間値の方が検

出基準を満たした数が多い。この原因を確認するため、

Fig. 6 にこの期間のランプ関数との相関を取る直前の計

算地点 51（愛知県中部）における、日値および 6 時間

値の過去 24 時間中央値の（領域内平均値の）時系列と

ランプ関数との相関をそれぞれ示す。日値と 6 時間値

とでは監視間隔が異なること、ランプ関数との相関係

数は日値が 0.6、6 時間値は 0.55 としたため、相関係数

0.55 から 0.6 の値が数日間あったことが Fig. 4 における

検出結果の違いの原因と考えられる。ここでは 6 時間

値による短期的 SSE 検出の相関係数を 0.55 としたが、

調査期間が 2 年弱と短いため、実際の運用時には検出

結果の様子を見て調整する必要があるかもしれない。

4．長期的スロースリップの規模推定

Kobayashi（2017）による長期的 SSE 客観検出手法は、

ランプ関数との相関係数を求めているため、SSE 発生

の確からしさの目安にはなるものの、それらの規模に

ついての情報は得られない。SSE の規模を得るために

は、SSE 発生期間の GNSS 観測点における変位量から

インバージョン（例えば、Yabuki and Matsu’ura 1992）
などによる推定が必要となる。このような個別の解析

をせずに、簡単に長期的 SSE の規模を把握できれば、

日々の監視に有益である。このため、各種仮定の下で

客観検出処理を応用し、以下の手順で長期的 SSE の規

模の時空間分布を作成した。

（1） フィリピン海プレートの等深線 25 km に沿った経

度 0.1 度間隔の計算地点を中心としてプレート境

界上に置いた 30 km×30 km の矩形断層上に、100 
mm のすべり量を与えたときの GNSS 観測点にお

ける理論変位を、半無限弾性体中の矩形断層によ

る式（Okada 1992）により計算する。与えたすべ

りの大きさは、剛性率を 4.0×1010 N/m2 とすると、

地震モーメント M0 の定義 M0 = μDS（ μ：剛性率、 
D：すべり量、S：断層面積、単位：Nm）、log M0 
= 1.5Mw + 9.1（Kanamori 1977）よりモーメントマ

グニチュード Mw 6.3 相当となる。

Fig. 5	 Time series of displacements of calculation point 51 be-
fore correlation with the ramp function, November 1 to 
December 5, 2017.

	   From top to bottom: daily coordinates (R3), 6-hour 
coordinates (Q3), and median of 6-hour coordinates 
from the last 24 hours (last 90 days, average). See Fig. 1 
for the location of calculation point 51.

Fig. 6	 Time series of displacements of calculation point 51 
before correlation with the ramp function, March 1 to 
April 30, 2017.

	   From top to bottom: daily coordinate (R3), correla-
tion coefficient between daily coordinates and the ramp 
function, median of 6-hour coordinates from the last 24 
hours (last 90 days, average), and correlation coefficient 
between 6-hour coordinates and the ramp function.



Application of an Objective Detection Method of Long-Term Slow Slip Events using GNSS Data2021 7

（2） 計算地点を中心とする地表上の矩形範囲（フィリ

ピン海プレートの沈み込み方向に 100 km、その直

交方向に 50 km）内の観測点における、（1）の理論

変位の沈み込み方向と逆方向に投影した成分の理

論平均変位を求める。

（3） 客観検出手法の 2 章（6）で算出された 2 年間の観測

変位量と、上記（2）で求めた一定のすべり量を与え

た場合の理論変位値とを比較する。このとき、2
年間の観測変位量が大きい／小さい場合でも、単

純化のためすべりの範囲は（1）で設定した 30 km×

30 km の矩形断層上にあると仮定する。矩形断層

上のすべり量と地表変位量とは比例関係にあるた

め、2 年間の観測変位量から 2 年間あたりのすべ

り量を求めることができ、対応する Mw を算出す

る。すべりの範囲を固定した仮定の影響度につい

ては後で議論する。

上記の方法で推定した長期的 SSE の規模分布を Fig. 
7 に示す。また、個々のイベントの規模について本研究

と他研究で推定された結果との比較を Table 1 に示す。

ここでは 2 年間の変化量を用いて推定したため、2 年

より短い継続期間を持つ長期的 SSE の規模との比較が

可能となる。紀伊水道 K1 は長期的 SSE 自体が今回デー

タ処理した 1996 年 3 月以前から開始しており、データ

期間の端にあたることもあり過小評価されている。紀

伊水道 K2 は規模のわりに継続期間が長く、Kobayashi
（2017）も 3 年間の変位量を用いて Mw を推定してい

るため過小評価された可能性がある。その他は本研究

と他研究で推定された規模の差が概ね Mw 0.2 以内に

収まっている。東海地域 T1 は長期的 SSE の継続期間

が 2 年以上のため、本研究の規模との比較対象外だが、

Ozawa et al.（2016）の図から 2 年あたりの規模を読み

取ると Mw 6.8～7.0 で、本研究の値とほぼ一致してい 
る。

理論変位を計算したのは 30 km×30 km の矩形断層

上の 100 mm のすべり（Mw 6.3 相当）であり、長期的

SSE の規模が大きくなった場合、プレート境界上のす

べりの範囲も広がり、実際の変位のパターンとずれる

おそれがある。このため、一番規模の大きな東海 2000－ 
2005 年の長期的 SSE（高相関は 2008 年まで続いてい

Fig. 7	 Moment magnitude distribution of long-term SSEs in the Nankai Trough subduction zone, 1996−2019.
	   Values are equivalent to the moment magnitude per 2 years. T1 and T2: Tokai region, SH: Shima Peninsula, K1−K3: Kii Channel, 

WS: western Shikoku, B1−B5: Bungo Channel.

Table 1.  Moment magnitude of long-term SSEs estimated in this and 
other studies. Event names correspond to Fig. 7.

Event Period This 
study Other studies

T1 2000−2005 6.8 7.2 (Ozawa 2017)

T2 2013−2015 6.5 6.6 (Ozawa 2017)

SH 2017−2018 6.4 6.4 (Kobayashi and Tsuyuki 2019)

K1 1996−1997 6.3 6.7 (Kobayashi 2014) 
6.7 (Ozawa 2017)

K2 2000−2002 6.3 6.6 (Kobayashi 2017)

K3 2014−2016 6.5 6.7 (Kobayashi 2017) 
6.6 (Ozawa 2017)

WS 2005 6.3 6.5 (Kobayashi 2010) 
6.0−6.3 (Ozawa 2017)

B1 1997 6.9 7.1 (Ozawa 2017) 
6.9 (Takagi et al. 2019)

B2 2003 6.9 7.1 (Ozawa 2017) 
6.9 (Takagi et al. 2019)

B3 2010 6.9 7.0 (Ozawa 2017) 
6.9 (Takagi et al. 2019)

B4 2014−2015 6.4 6.2 (Ozawa 2017) 
6.5 (Takagi et al. 2019)

B5 2018−2019 6.9 7.0 (Ozawa et al. 2020)
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るように見える）について、GNSS 観測値からすべり

分布と規模を推定し、それらを用いて観測点での理論

変位を計算し、2 章手順（3）－（4）と同様の沈み込み方向

と逆方向の成分の平均を求めてみた。

2 章手法（2）で処理した GNSS 日値を用い、各観測点

の 2000 年 1 月の平均値と 2006 年 1 月の平均値の差か

ら 6 年間の変位量を求め、この変位量から東海地域の

プレート境界上のすべり分布を求めたものを Fig. 8 に

示す。すべり分布インバージョンの手法は Kobayashi 
and Tsuyuki（2019）と同様である。2004 年 9 月 5 日紀

伊半島南東沖の地震 M 7.4 によるオフセットは除いて

あり、余効変動（水藤・小沢 2009）は除いていない

が、ここでの目的は長期的 SSE の規模の詳細な推定で

はないので余効変動の影響は無視する。推定されたす

べりの規模は Mw 7.13 相当で、浜名湖の北側にすべり

の中心がある。すべりの中心の深さは 25 km 付近にあ

り、本手法で用いた計算地点の深さと同じである。こ

のすべり分布を用いて各観測点での理論変位を計算し

た。すべりの中心に近い Fig. 7 に示された東経 137.5 度

の計算地点における、フィリピン海プレート沈み込み

と逆方向の平均変位（2 章手法（4）参照）は 59.2 mm と

なる。本手法で平均変位 59.2 mm を観測したときに対

応する（30 km×30 km の矩形断層上のすべりと比較し

たときの）すべりの規模は Mw 7.06 となり、本手法の

方が過小評価となるが、その差は 0.1 未満であった。

5．まとめ

GNSS 日値を用いた長期的 SSE の客観検出手法

（Kobayashi 2017）を用いて 3 つの応用を行った。一つ

目は GNSS 日値から長期トレンドを除き、注目する変

化期間を 7 日間にすることで短期的 SSE の検出を行

い、検出された期間と短期的 SSE に伴う深部低周波地

震の発生時期との一致が見られた。二つ目は GNSS6 時

間値を用いて先ほどの短期的 SSE の検出を行い、6 時

間値の過去 24 時間中央値を用いた場合に日値と同程度

の検出結果が得られた。三つ目は計算地点に置いた矩

形断層上に既知のすべり量を与えて観測点における理

論変位をあらかじめ計算しておき、観測値と理論変位

を比較して発生した長期的 SSE の規模を推定するもの

で、既に報告された長期的 SSE の規模と比較して一部

を除き Mw の差が 0.2 以内に収まった。なお、2020 年

度より国土地理院から気象庁にリアルタイムに提供さ

れる GNSS6 時間値が、これまでの東海地域から南海ト

ラフ沿いに拡大された。これらの処理は気象庁におけ

る GNSS を用いた各種 SSE の監視に用いられることが

期待される。
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Fig. 8	 Estimated slip distribution on the plate interface in the 
Tokai region.

	   Arrows indicate the motion of the overriding plate 
with respect to the subducting Philippine Sea plate in 
each colored rectangle. Solid circles are locations of 
GNSS stations. Contours show the depth of the top of 
the subducting plate (Hirose et al. 2008).
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付　　　録

Table S1. Comparison of short-term SSEs detected by Nishimura et al. (2013) and this study (2002−2010)
  Ranks A, B, and C of Nishimura et al. (2013) refer to probable SSEs, possible SSEs, and non-SSEs, respectively. Total number of 
detection criteria is the sum of adjacent spatiotemporal values. Only events meeting more than five detection criteria of this study are 
shown (except in category B). The meaning of the categories is as follows. A: Detected by both studies and the number of low frequen-
cy earthquakes (LFEs) is five or more; B: Detected only by Nishimura and the number of LFEs is five or more (if the total number of 
detection criteria is 4 or less, only that number is shown); C: Detected only by this study and the number of LFEs is five or more; D: 
Detected by both studies and the number of LFEs is four or less.

Category Nishimura Lon. Rank This study Lon.

Total number of
detection
criteria

Maximum
correlation
coefficient LFE Comment

2002-01-05 133.7 11 0.76 2
D 2002-01-15 133 A 2002-01-11 133 35 0.89 1
D 2002-01-16 135.8 B 2002-01-14 135.9 5 0.73 0

2002-01-29 132.1 5 0.77 0
2002-02-02 135.2 B 1
2002-02-03 137.3 A 1

A 2002-02-19 132.8 A 2002-02-19 132.8 82 0.90 5≦
C 2002-02-19 133.8 17 0.82 5≦

2002-02-22 135.7 18 0.76 4
B 2002-03-14 136.6 A 4 5≦

2002-04-04 135.7 C 0
2002-04-29 137.3 13 0.79 0

B 2002-05-16 137.2 A 5≦
C 2002-05-17 133.4 35 0.81 5≦
D 2002-05-19 137.8 A 2002-05-20 137.8 5 0.72 0

2002-06-05 136.9 A 0
2002-07-04 132.2 8 0.69 4

B 2002-07-23 136 A 5≦
C 2002-08-06 135.6 25 0.80 5≦
A 2002-08-15 132.4 A 2002-08-09 132.5 17 0.77 5≦
D 2002-09-03 137.7 B 2002-09-05 137.9 32 0.74 0
A 2002-10-17 133.3 A 2002-10-17 133.5 40 0.82 5≦
B 2002-11-21 137.2 A 5≦
A 2002-12-25 132.3 A 2002-12-22 132.5 22 0.79 5≦

2002-12-25 134.1 10 0.78 0
B 2003-02-04 136.1 A 5≦

2003-02-06 133.8 A 0
2003-02-14 132.5 19 0.74 0

A 2003-02-16 137.4 C 2003-02-17 137.4 11 0.69 5≦
A 2003-03-13 132.7 A 2003-03-19 132.8 21 0.81 5≦
A 2003-04-12 133.1 A 2003-04-12 133.1 7 0.69 5≦
C 2003-04-18 132.2 8 0.80 5≦

2003-04-30 136 5 0.71 0
2003-05-03 132.8 7 0.76 0

A 2003-06-02 136.8 A 2003-06-02 136.8 118 0.92 5≦
2003-06-17 134 A 0

A 2003-07-14 137.7 A 2003-07-17 137.9 29 0.73 5≦
2003-07-20 137 12 0.68 a series of event of 07-14

C 2003-07-29 132.6 6 0.66 5≦
B 2003-07-30 135.5 A 5≦
B 2003-08-07 136.5 A 5≦

2003-08-01 136 8 0.72 0
A 2003-09-13 133.7 A 2003-09-09 134 38 0.82 5≦
C 2003-09-09 135.7 6 0.78 5≦

2003-09-18 134.6 16 0.71 2
A 2003-09-25 132.2 A 2003-09-27 132.3 369 0.93 5≦

2003-10-15 135.2 17 0.79 2
2003-10-30 132.1 33 0.83 a series of event of 09-27

C 2003-11-08 137.2 12 0.76 5≦
2003-11-22 132.9 A a series of event of 09-27

C 2004-01-04 137.5 39 0.86 5≦
A 2004-01-09 136.6 A 2004-01-10 136.7 52 0.86 5≦
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B 2004-02-12 132.3 A 2 5≦
B 2004-02-14 137.3 C 2+3 5≦
A 2004-04-14 133.7 A 2004-04-15 133.8 32 0.83 5≦
A 2004-04-21 132.6 A 2004-04-21 132.6 5 0.67 5≦
C 2004-06-05 136.3 5 0.74 5≦
A 2004-06-26 136.9 A 2004-06-26 137.7 9 0.74 5≦

2004-07-20 137.7 9 0.65 0
2004-08-12 133.8 A 0
2004-09-14 137.9 C 2 0

2004-09-24 132.4 5 0.73 0
2004-09-24 137.2 C 0

A 2004-10-21 133.1 A 2004-10-27 133.3 26 0.77 5≦
A 2004-12-17 133.8 A 2004-12-20 134 7 0.71 5≦
B 2004-12-20 137.1 A 5≦
A 2004-12-29 132.3 A 2005-01-01 132.5 9 0.75 5≦
B 2005-01-04 135.7 A 3 5≦
D 2005-01-23 137.7 C 2005-01-22 137.9 20 0.78 なし

2005-03-11 134.4 6 0.74 1
2005-04-07 132.2 5 0.73 0

A 2005-04-19 132.9 A 2005-04-19 133.1 119 0.94 5≦
2005-04-25 135.1 18 0.72 0

2005-04-25 137.7 A 0
C 2005-05-13 132.5 7 0.77 5≦

2005-07-03 132.3 6 0.70 0
A 2005-07-17 135.8 C 2005-07-15 136.1 7 0.79 5≦

2005-07-24 137.9 5 0.66 0
2005-07-27 134.7 C 0

B 2005-07-29 137.1 A 5≦
2005-08-11 134.6 5 0.68 0

A 2005-09-03 132.9 B 2005-09-01 133 9 0.66 5≦
2005-10-19 132.2 5 0.79 a series of event of 10-25

A 2005-10-24 132.4 A 2005-10-25 132.6 38 0.86 5≦
A 2005-11-05 134.4 A 2005-11-03 133.9 96 0.92 5≦
A 2006-01-10 136.6 A 2006-01-17 136.8 56 0.89 5≦
A 2006-01-21 132.9 A 2006-01-20 133.3 25 0.90 5≦
A 2006-02-21 134 A 2006-02-19 133.8 7 0.76 5≦

2006-03-07 137.9 A 0
A 2006-03-17 135.6 A 2006-03-15 136 14 0.71 5≦
C 2006-04-20 132.7 23 0.70 5≦

2006-05-23 136.4 13 0.69 0
C 2006-06-01 133.2 18 0.78 5≦

2006-06-24 134.7 B 0
2006-06-27 133.1 B 0

B 2006-07-20 137.3 A 5≦
2006-07-25 135.5 A 0

C 2006-07-28 133.9 6 0.67 5≦
2006-08-03 135.7 6 0.67 1
2006-08-09 137.4 13 0.73 0

A 2006-09-17 132.5 A 2006-09-17 132.7 22 0.76 5≦
2006-09-26 137.5 10 0.73 0

B 2006-10-05 132.5 B 3 5≦
C 2006-10-26 133.2 19 0.80 5≦
B 2006-11-11 136.3 A 1
A 2006-11-11 134 A 2006-11-10 133.9 19 0.79 5≦
C 2006-12-19 135.6 7 0.72 5≦

Category Nishimura Lon. Rank This study Lon.

Total number of
detection
criteria

Maximum
correlation
coefficient LFE Comment

2002-01-05 133.7 11 0.76 2
D 2002-01-15 133 A 2002-01-11 133 35 0.89 1
D 2002-01-16 135.8 B 2002-01-14 135.9 5 0.73 0

2002-01-29 132.1 5 0.77 0
2002-02-02 135.2 B 1
2002-02-03 137.3 A 1

A 2002-02-19 132.8 A 2002-02-19 132.8 82 0.90 5≦
C 2002-02-19 133.8 17 0.82 5≦

2002-02-22 135.7 18 0.76 4
B 2002-03-14 136.6 A 4 5≦

2002-04-04 135.7 C 0
2002-04-29 137.3 13 0.79 0

B 2002-05-16 137.2 A 5≦
C 2002-05-17 133.4 35 0.81 5≦
D 2002-05-19 137.8 A 2002-05-20 137.8 5 0.72 0

2002-06-05 136.9 A 0
2002-07-04 132.2 8 0.69 4

B 2002-07-23 136 A 5≦
C 2002-08-06 135.6 25 0.80 5≦
A 2002-08-15 132.4 A 2002-08-09 132.5 17 0.77 5≦
D 2002-09-03 137.7 B 2002-09-05 137.9 32 0.74 0
A 2002-10-17 133.3 A 2002-10-17 133.5 40 0.82 5≦
B 2002-11-21 137.2 A 5≦
A 2002-12-25 132.3 A 2002-12-22 132.5 22 0.79 5≦

2002-12-25 134.1 10 0.78 0
B 2003-02-04 136.1 A 5≦

2003-02-06 133.8 A 0
2003-02-14 132.5 19 0.74 0

A 2003-02-16 137.4 C 2003-02-17 137.4 11 0.69 5≦
A 2003-03-13 132.7 A 2003-03-19 132.8 21 0.81 5≦
A 2003-04-12 133.1 A 2003-04-12 133.1 7 0.69 5≦
C 2003-04-18 132.2 8 0.80 5≦

2003-04-30 136 5 0.71 0
2003-05-03 132.8 7 0.76 0

A 2003-06-02 136.8 A 2003-06-02 136.8 118 0.92 5≦
2003-06-17 134 A 0

A 2003-07-14 137.7 A 2003-07-17 137.9 29 0.73 5≦
2003-07-20 137 12 0.68 a series of event of 07-14

C 2003-07-29 132.6 6 0.66 5≦
B 2003-07-30 135.5 A 5≦
B 2003-08-07 136.5 A 5≦

2003-08-01 136 8 0.72 0
A 2003-09-13 133.7 A 2003-09-09 134 38 0.82 5≦
C 2003-09-09 135.7 6 0.78 5≦

2003-09-18 134.6 16 0.71 2
A 2003-09-25 132.2 A 2003-09-27 132.3 369 0.93 5≦

2003-10-15 135.2 17 0.79 2
2003-10-30 132.1 33 0.83 a series of event of 09-27

C 2003-11-08 137.2 12 0.76 5≦
2003-11-22 132.9 A a series of event of 09-27

C 2004-01-04 137.5 39 0.86 5≦
A 2004-01-09 136.6 A 2004-01-10 136.7 52 0.86 5≦

Category Nishimura Lon. Rank This study Lon.

Total number of
detection
criteria

Maximum
correlation
coefficient LFE Comment

2002-01-05 133.7 11 0.76 2
D 2002-01-15 133 A 2002-01-11 133 35 0.89 1
D 2002-01-16 135.8 B 2002-01-14 135.9 5 0.73 0

2002-01-29 132.1 5 0.77 0
2002-02-02 135.2 B 1
2002-02-03 137.3 A 1

A 2002-02-19 132.8 A 2002-02-19 132.8 82 0.90 5≦
C 2002-02-19 133.8 17 0.82 5≦

2002-02-22 135.7 18 0.76 4
B 2002-03-14 136.6 A 4 5≦

2002-04-04 135.7 C 0
2002-04-29 137.3 13 0.79 0

B 2002-05-16 137.2 A 5≦
C 2002-05-17 133.4 35 0.81 5≦
D 2002-05-19 137.8 A 2002-05-20 137.8 5 0.72 0

2002-06-05 136.9 A 0
2002-07-04 132.2 8 0.69 4

B 2002-07-23 136 A 5≦
C 2002-08-06 135.6 25 0.80 5≦
A 2002-08-15 132.4 A 2002-08-09 132.5 17 0.77 5≦
D 2002-09-03 137.7 B 2002-09-05 137.9 32 0.74 0
A 2002-10-17 133.3 A 2002-10-17 133.5 40 0.82 5≦
B 2002-11-21 137.2 A 5≦
A 2002-12-25 132.3 A 2002-12-22 132.5 22 0.79 5≦

2002-12-25 134.1 10 0.78 0
B 2003-02-04 136.1 A 5≦

2003-02-06 133.8 A 0
2003-02-14 132.5 19 0.74 0

A 2003-02-16 137.4 C 2003-02-17 137.4 11 0.69 5≦
A 2003-03-13 132.7 A 2003-03-19 132.8 21 0.81 5≦
A 2003-04-12 133.1 A 2003-04-12 133.1 7 0.69 5≦
C 2003-04-18 132.2 8 0.80 5≦

2003-04-30 136 5 0.71 0
2003-05-03 132.8 7 0.76 0

A 2003-06-02 136.8 A 2003-06-02 136.8 118 0.92 5≦
2003-06-17 134 A 0

A 2003-07-14 137.7 A 2003-07-17 137.9 29 0.73 5≦
2003-07-20 137 12 0.68 a series of event of 07-14

C 2003-07-29 132.6 6 0.66 5≦
B 2003-07-30 135.5 A 5≦
B 2003-08-07 136.5 A 5≦

2003-08-01 136 8 0.72 0
A 2003-09-13 133.7 A 2003-09-09 134 38 0.82 5≦
C 2003-09-09 135.7 6 0.78 5≦

2003-09-18 134.6 16 0.71 2
A 2003-09-25 132.2 A 2003-09-27 132.3 369 0.93 5≦

2003-10-15 135.2 17 0.79 2
2003-10-30 132.1 33 0.83 a series of event of 09-27

C 2003-11-08 137.2 12 0.76 5≦
2003-11-22 132.9 A a series of event of 09-27

C 2004-01-04 137.5 39 0.86 5≦
A 2004-01-09 136.6 A 2004-01-10 136.7 52 0.86 5≦

Table S1. Continued.
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B 2004-02-12 132.3 A 2 5≦
B 2004-02-14 137.3 C 2+3 5≦
A 2004-04-14 133.7 A 2004-04-15 133.8 32 0.83 5≦
A 2004-04-21 132.6 A 2004-04-21 132.6 5 0.67 5≦
C 2004-06-05 136.3 5 0.74 5≦
A 2004-06-26 136.9 A 2004-06-26 137.7 9 0.74 5≦

2004-07-20 137.7 9 0.65 0
2004-08-12 133.8 A 0
2004-09-14 137.9 C 2 0

2004-09-24 132.4 5 0.73 0
2004-09-24 137.2 C 0

A 2004-10-21 133.1 A 2004-10-27 133.3 26 0.77 5≦
A 2004-12-17 133.8 A 2004-12-20 134 7 0.71 5≦
B 2004-12-20 137.1 A 5≦
A 2004-12-29 132.3 A 2005-01-01 132.5 9 0.75 5≦
B 2005-01-04 135.7 A 3 5≦
D 2005-01-23 137.7 C 2005-01-22 137.9 20 0.78 なし

2005-03-11 134.4 6 0.74 1
2005-04-07 132.2 5 0.73 0

A 2005-04-19 132.9 A 2005-04-19 133.1 119 0.94 5≦
2005-04-25 135.1 18 0.72 0

2005-04-25 137.7 A 0
C 2005-05-13 132.5 7 0.77 5≦

2005-07-03 132.3 6 0.70 0
A 2005-07-17 135.8 C 2005-07-15 136.1 7 0.79 5≦

2005-07-24 137.9 5 0.66 0
2005-07-27 134.7 C 0

B 2005-07-29 137.1 A 5≦
2005-08-11 134.6 5 0.68 0

A 2005-09-03 132.9 B 2005-09-01 133 9 0.66 5≦
2005-10-19 132.2 5 0.79 a series of event of 10-25

A 2005-10-24 132.4 A 2005-10-25 132.6 38 0.86 5≦
A 2005-11-05 134.4 A 2005-11-03 133.9 96 0.92 5≦
A 2006-01-10 136.6 A 2006-01-17 136.8 56 0.89 5≦
A 2006-01-21 132.9 A 2006-01-20 133.3 25 0.90 5≦
A 2006-02-21 134 A 2006-02-19 133.8 7 0.76 5≦

2006-03-07 137.9 A 0
A 2006-03-17 135.6 A 2006-03-15 136 14 0.71 5≦
C 2006-04-20 132.7 23 0.70 5≦

2006-05-23 136.4 13 0.69 0
C 2006-06-01 133.2 18 0.78 5≦

2006-06-24 134.7 B 0
2006-06-27 133.1 B 0

B 2006-07-20 137.3 A 5≦
2006-07-25 135.5 A 0

C 2006-07-28 133.9 6 0.67 5≦
2006-08-03 135.7 6 0.67 1
2006-08-09 137.4 13 0.73 0

A 2006-09-17 132.5 A 2006-09-17 132.7 22 0.76 5≦
2006-09-26 137.5 10 0.73 0

B 2006-10-05 132.5 B 3 5≦
C 2006-10-26 133.2 19 0.80 5≦
B 2006-11-11 136.3 A 1
A 2006-11-11 134 A 2006-11-10 133.9 19 0.79 5≦
C 2006-12-19 135.6 7 0.72 5≦

Category Nishimura Lon. Rank This study Lon.

Total number of
detection
criteria

Maximum
correlation
coefficient LFE Comment

2002-01-05 133.7 11 0.76 2
D 2002-01-15 133 A 2002-01-11 133 35 0.89 1
D 2002-01-16 135.8 B 2002-01-14 135.9 5 0.73 0

2002-01-29 132.1 5 0.77 0
2002-02-02 135.2 B 1
2002-02-03 137.3 A 1

A 2002-02-19 132.8 A 2002-02-19 132.8 82 0.90 5≦
C 2002-02-19 133.8 17 0.82 5≦

2002-02-22 135.7 18 0.76 4
B 2002-03-14 136.6 A 4 5≦

2002-04-04 135.7 C 0
2002-04-29 137.3 13 0.79 0

B 2002-05-16 137.2 A 5≦
C 2002-05-17 133.4 35 0.81 5≦
D 2002-05-19 137.8 A 2002-05-20 137.8 5 0.72 0

2002-06-05 136.9 A 0
2002-07-04 132.2 8 0.69 4

B 2002-07-23 136 A 5≦
C 2002-08-06 135.6 25 0.80 5≦
A 2002-08-15 132.4 A 2002-08-09 132.5 17 0.77 5≦
D 2002-09-03 137.7 B 2002-09-05 137.9 32 0.74 0
A 2002-10-17 133.3 A 2002-10-17 133.5 40 0.82 5≦
B 2002-11-21 137.2 A 5≦
A 2002-12-25 132.3 A 2002-12-22 132.5 22 0.79 5≦

2002-12-25 134.1 10 0.78 0
B 2003-02-04 136.1 A 5≦

2003-02-06 133.8 A 0
2003-02-14 132.5 19 0.74 0

A 2003-02-16 137.4 C 2003-02-17 137.4 11 0.69 5≦
A 2003-03-13 132.7 A 2003-03-19 132.8 21 0.81 5≦
A 2003-04-12 133.1 A 2003-04-12 133.1 7 0.69 5≦
C 2003-04-18 132.2 8 0.80 5≦

2003-04-30 136 5 0.71 0
2003-05-03 132.8 7 0.76 0

A 2003-06-02 136.8 A 2003-06-02 136.8 118 0.92 5≦
2003-06-17 134 A 0

A 2003-07-14 137.7 A 2003-07-17 137.9 29 0.73 5≦
2003-07-20 137 12 0.68 a series of event of 07-14

C 2003-07-29 132.6 6 0.66 5≦
B 2003-07-30 135.5 A 5≦
B 2003-08-07 136.5 A 5≦

2003-08-01 136 8 0.72 0
A 2003-09-13 133.7 A 2003-09-09 134 38 0.82 5≦
C 2003-09-09 135.7 6 0.78 5≦

2003-09-18 134.6 16 0.71 2
A 2003-09-25 132.2 A 2003-09-27 132.3 369 0.93 5≦

2003-10-15 135.2 17 0.79 2
2003-10-30 132.1 33 0.83 a series of event of 09-27

C 2003-11-08 137.2 12 0.76 5≦
2003-11-22 132.9 A a series of event of 09-27

C 2004-01-04 137.5 39 0.86 5≦
A 2004-01-09 136.6 A 2004-01-10 136.7 52 0.86 5≦

Table S1. Continued.

A 2007-02-09 137.2 A 2007-02-11 137.2 56 0.80 5≦
A 2007-03-13 132.6 A 2007-03-13 132.2 10 0.80 5≦

2007-03-13 132.7 16 0.75 event with the above
A 2007-03-19 134.1 B 2007-03-25 134.4 5 0.74 5≦
B 2007-03-23 136.2 B 3 5≦
A 2007-05-10 133.1 A 2007-05-09 133 49 0.78 5≦

2007-06-21 134.7 A 0
A 2007-07-23 136.6 A 2007-07-20 136.3 6 0.76 5≦
C 2007-07-23 135.8 6 0.73 5≦
C 2007-07-26 135 5 0.69 5≦
C 2007-08-16 133.6 37 0.80 5≦
B 2007-08-28 137.8 B 5≦
A 2007-09-09 132.5 A 2007-09-12 132.6 6 0.68 5≦
B 2007-10-09 137.2 A 2 5≦
B 2007-10-17 133.1 A 3 5≦
B 2007-11-14 136.1 A 5≦

2007-11-26 135.2 32 0.86 4
B 2007-12-24 132.2 A 3 5≦
B 2008-02-14 133.8 A 5≦
A 2008-03-07 136.6 A 2008-03-13 136.3 5 0.71 5≦
A 2008-03-11 135.4 C 2008-03-16 135.8 7 0.80 5≦

2008-03-16 137.6 16 0.81 0
B 2008-03-25 132.9 A 3 5≦

2008-04-06 137.7 A 0
B 2008-06-21 136.1 A 5≦

2008-07-15 133.3 C 2 0
B 2008-08-21 137.5 A 5≦
A 2008-09-30 132.5 A 2008-09-30 132.6 28 0.84 5≦
A 2008-10-14 133.7 A 2008-10-18 133.6 105 0.88 5≦
B 2008-11-13 136.6 A 5≦
B 2009-01-19 133.8 A 5≦
A 2009-02-06 135.3 A 2009-02-06 135.2 6 0.71 5≦
A 2009-02-08 137.2 A 2009-02-06 137.1 18 0.79 5≦

2009-04-02 137.7 A 0
A 2009-04-12 132.6 A 2009-04-10 132.8 17 0.73 5≦
A 2009-05-14 136.9 A 2009-05-19 136.8 7 0.72 5≦
A 2009-06-01 133.1 A 2009-05-28 133.2 128 0.91 5≦
B 2009-06-20 134.1 A 5≦
A 2009-07-07 135.6 B 2009-07-09 135.9 36 0.78 5≦

2009-08-11 137.7 C 0
2009-08-14 132.4 8 0.70 0
2009-08-23 137.9 6 0.65 0

A 2009-09-27 134.5 A 2009-09-22 134.2 10 0.74 5≦
B 2009-10-19 136.4 A 2 5≦
A 2009-11-04 132.6 A 2009-11-06 132.5 82 0.91 5≦

2009-12-12 132.3 25 0.79 2
2009-12-15 133.2 14 0.80 a series of event of 12-12

A 2009-12-29 133.1 A 2009-12-30 133.6 99 0.90 5≦
2010-01-19 135.2 B 0
2010-02-06 136.6 B 0

A 2010-03-10 132.3 A 2010-02-22 132.5 362 0.94 5≦
A 2010-03-09 137.1 A 2010-03-12 136.7 21 0.82 5≦
A 2010-04-19 133.9 A 2010-04-20 134.1 120 0.93 5≦

2010-05-05 132.1 12 0.86 a series of event of 02-22
C 2010-05-26 132.3 49 0.92 5≦
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A 2007-02-09 137.2 A 2007-02-11 137.2 56 0.80 5≦
A 2007-03-13 132.6 A 2007-03-13 132.2 10 0.80 5≦

2007-03-13 132.7 16 0.75 event with the above
A 2007-03-19 134.1 B 2007-03-25 134.4 5 0.74 5≦
B 2007-03-23 136.2 B 3 5≦
A 2007-05-10 133.1 A 2007-05-09 133 49 0.78 5≦

2007-06-21 134.7 A 0
A 2007-07-23 136.6 A 2007-07-20 136.3 6 0.76 5≦
C 2007-07-23 135.8 6 0.73 5≦
C 2007-07-26 135 5 0.69 5≦
C 2007-08-16 133.6 37 0.80 5≦
B 2007-08-28 137.8 B 5≦
A 2007-09-09 132.5 A 2007-09-12 132.6 6 0.68 5≦
B 2007-10-09 137.2 A 2 5≦
B 2007-10-17 133.1 A 3 5≦
B 2007-11-14 136.1 A 5≦

2007-11-26 135.2 32 0.86 4
B 2007-12-24 132.2 A 3 5≦
B 2008-02-14 133.8 A 5≦
A 2008-03-07 136.6 A 2008-03-13 136.3 5 0.71 5≦
A 2008-03-11 135.4 C 2008-03-16 135.8 7 0.80 5≦

2008-03-16 137.6 16 0.81 0
B 2008-03-25 132.9 A 3 5≦

2008-04-06 137.7 A 0
B 2008-06-21 136.1 A 5≦

2008-07-15 133.3 C 2 0
B 2008-08-21 137.5 A 5≦
A 2008-09-30 132.5 A 2008-09-30 132.6 28 0.84 5≦
A 2008-10-14 133.7 A 2008-10-18 133.6 105 0.88 5≦
B 2008-11-13 136.6 A 5≦
B 2009-01-19 133.8 A 5≦
A 2009-02-06 135.3 A 2009-02-06 135.2 6 0.71 5≦
A 2009-02-08 137.2 A 2009-02-06 137.1 18 0.79 5≦

2009-04-02 137.7 A 0
A 2009-04-12 132.6 A 2009-04-10 132.8 17 0.73 5≦
A 2009-05-14 136.9 A 2009-05-19 136.8 7 0.72 5≦
A 2009-06-01 133.1 A 2009-05-28 133.2 128 0.91 5≦
B 2009-06-20 134.1 A 5≦
A 2009-07-07 135.6 B 2009-07-09 135.9 36 0.78 5≦

2009-08-11 137.7 C 0
2009-08-14 132.4 8 0.70 0
2009-08-23 137.9 6 0.65 0

A 2009-09-27 134.5 A 2009-09-22 134.2 10 0.74 5≦
B 2009-10-19 136.4 A 2 5≦
A 2009-11-04 132.6 A 2009-11-06 132.5 82 0.91 5≦

2009-12-12 132.3 25 0.79 2
2009-12-15 133.2 14 0.80 a series of event of 12-12

A 2009-12-29 133.1 A 2009-12-30 133.6 99 0.90 5≦
2010-01-19 135.2 B 0
2010-02-06 136.6 B 0

A 2010-03-10 132.3 A 2010-02-22 132.5 362 0.94 5≦
A 2010-03-09 137.1 A 2010-03-12 136.7 21 0.82 5≦
A 2010-04-19 133.9 A 2010-04-20 134.1 120 0.93 5≦

2010-05-05 132.1 12 0.86 a series of event of 02-22
C 2010-05-26 132.3 49 0.92 5≦
A 2010-05-24 136.6 A 2010-05-26 136.6 12 0.86 5≦
C 2010-06-22 132.2 5 0.65 5≦
A 2010-07-14 133 A 2010-07-19 133.5 31 0.70 5≦
C 2010-07-22 135.7 26 0.74 5≦
A 2010-07-31 134.4 A 2010-07-31 134.3 30 0.74 5≦
A 2010-08-15 132.5 A 2010-08-15 132.4 50 0.79 5≦

2010-09-06 136.2 A 0
D 2010-09-09 137.7 A 2010-09-05 137.8 8 0.65 0
B 2010-10-01 136 B 1 5≦
B 2010-11-15 134.1 A 5≦
A 2010-12-10 132.2 A 2010-12-13 132.3 21 0.77 5≦

Category Nishimura Lon. Rank This study Lon.

Total number of
detection
criteria

Maximum
correlation
coefficient LFE Comment

2002-01-05 133.7 11 0.76 2
D 2002-01-15 133 A 2002-01-11 133 35 0.89 1
D 2002-01-16 135.8 B 2002-01-14 135.9 5 0.73 0

2002-01-29 132.1 5 0.77 0
2002-02-02 135.2 B 1
2002-02-03 137.3 A 1

A 2002-02-19 132.8 A 2002-02-19 132.8 82 0.90 5≦
C 2002-02-19 133.8 17 0.82 5≦

2002-02-22 135.7 18 0.76 4
B 2002-03-14 136.6 A 4 5≦

2002-04-04 135.7 C 0
2002-04-29 137.3 13 0.79 0

B 2002-05-16 137.2 A 5≦
C 2002-05-17 133.4 35 0.81 5≦
D 2002-05-19 137.8 A 2002-05-20 137.8 5 0.72 0

2002-06-05 136.9 A 0
2002-07-04 132.2 8 0.69 4

B 2002-07-23 136 A 5≦
C 2002-08-06 135.6 25 0.80 5≦
A 2002-08-15 132.4 A 2002-08-09 132.5 17 0.77 5≦
D 2002-09-03 137.7 B 2002-09-05 137.9 32 0.74 0
A 2002-10-17 133.3 A 2002-10-17 133.5 40 0.82 5≦
B 2002-11-21 137.2 A 5≦
A 2002-12-25 132.3 A 2002-12-22 132.5 22 0.79 5≦

2002-12-25 134.1 10 0.78 0
B 2003-02-04 136.1 A 5≦

2003-02-06 133.8 A 0
2003-02-14 132.5 19 0.74 0

A 2003-02-16 137.4 C 2003-02-17 137.4 11 0.69 5≦
A 2003-03-13 132.7 A 2003-03-19 132.8 21 0.81 5≦
A 2003-04-12 133.1 A 2003-04-12 133.1 7 0.69 5≦
C 2003-04-18 132.2 8 0.80 5≦

2003-04-30 136 5 0.71 0
2003-05-03 132.8 7 0.76 0

A 2003-06-02 136.8 A 2003-06-02 136.8 118 0.92 5≦
2003-06-17 134 A 0

A 2003-07-14 137.7 A 2003-07-17 137.9 29 0.73 5≦
2003-07-20 137 12 0.68 a series of event of 07-14

C 2003-07-29 132.6 6 0.66 5≦
B 2003-07-30 135.5 A 5≦
B 2003-08-07 136.5 A 5≦

2003-08-01 136 8 0.72 0
A 2003-09-13 133.7 A 2003-09-09 134 38 0.82 5≦
C 2003-09-09 135.7 6 0.78 5≦

2003-09-18 134.6 16 0.71 2
A 2003-09-25 132.2 A 2003-09-27 132.3 369 0.93 5≦

2003-10-15 135.2 17 0.79 2
2003-10-30 132.1 33 0.83 a series of event of 09-27

C 2003-11-08 137.2 12 0.76 5≦
2003-11-22 132.9 A a series of event of 09-27

C 2004-01-04 137.5 39 0.86 5≦
A 2004-01-09 136.6 A 2004-01-10 136.7 52 0.86 5≦

Table S1. Continued.
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Kobayashi（2017）は、GNSS データの共通ノイズを低減し、1 年間の傾斜期間を持つランプ関数との相関を取ることにより、

南海トラフ沿い長期的スロースリップの客観検出を行った。ここではこの手法を応用し、南海トラフ沿い短期的スロースリッ

プの客観的な検出を行った。GNSS 日値および 6 時間値について長期トレンドを除き、1 週間の傾斜期間を持つランプ関数

との相関を取った。本手法により検出された時空間分布は、深部低周波地震の活発化とよく一致していた。また、Kobayashi 
（2017）は長期的スロースリップに伴う変位を検出したが、ここではその手法を応用して検出された長期的スロースリップの

規模推定を行い、先行研究とほぼ一致した結果が得られた。


